
・支給対象の医療機関は、次の①～③いずれかに該当するもの。
①令和７年12月16日から令和９年３月31日までの間に、病床数の削減を行う医療機関
②「病床数適正化支援事業に係る事業計画の提出について」により、削減の意向を示しつつ、令和６年12月17日から

令和７年９月30日までに病床の削減を行い、都道府県に対して病床数の変更に関する届出を行った医療機関
③「地域医療構想の取組の推進に向けた調査について」において、病床削減予定とし、現に病床を削減した医療機関

２ 議論を行った上で削減を行うこととされている申請
① 都道府県への申請日時点において、入院医療の受け入れを行ってない場合、もしくは、削減により入院医療の受

け入れを停止する（無床診療所への変更を含む。）場合
② 令和９年３月 31 日時点において廃院する予定の場合
③ 現に患者が入院している病床を削減する場合
④ 病床数をあわせて100床以上削減をする場合
⑤ その他、都道府県において議論が必要と認める場合

１ 支給対象
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【R7年度経済対策分】病床数適正化緊急支援事業について

 国の令和７年度補正予算において創設された「病床数適正化緊急支援事業」は、医療需要の変化を踏まえた病床機能
の適正化及び病床数の見直しを促進するため、病床削減を行う医療機関に対し財政的支援を行うものである。

 当該補助金の申請に際して、地域医療構想調整会議（計画部会も含む）等において、議論を経た上で申請を行うこと
と定められている申請について、今回、お諮りするもの。（議論の対象となる医療機関は３のとおり。）

３ 議論の対象となる医療機関

病床稼働率※該当区分
削減病床数削減後病床数削減前病床数

圏域医療機関名
合計精神病

床
一般病

床合計精神病
床

一般病
床合計精神病

床
一般病

床

0.0％①入院医療の停止14床0床14床0床0床0床14床0床14床盛岡細井外科医院

0.0％①入院医療の停止19床0床19床0床0床0床19床0床19床二戸松井内科医院

42.0％④100床以上の削減136床136床0床140床140床0床276床276床0床盛岡平和台病院

0.0％①入院医療の停止8床0床8床4床0床4床12床0床12床岩手
中部

KUBO
クリニック

※病床稼働率の算出方法は、本事業への申請月前月までの３か月間の「（在院患者数（延べ数）＋退院患者数）／許可病床数×３か月の日数）」
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【R7年度経済対策分】病床数適正化緊急支援事業について

４ 国実施要項（抜粋）
（５）留意事項
（５－１）給付金の支給について
・ 以下に該当する場合は支給対象外とする。

① 都道府県への申請日時点において、入院医療の受け入れを行ってない場合、もしくは、削減により入院医療の受け
入れを停止する（無床診療所への変更を含む。）場合

② 令和９年３月 31 日時点において廃院する予定の場合
③ 令和９年３月 31 日時点において事業譲渡等を行う予定の場合

なお、①及び②に該当する場合においても、（５－２）の手続きを経た上で、当該地域における医療提供体制に支障
がないと認めたものは支給対象として差し支えない。

（５－２）以下に該当する場合においては、医療法第30条の14第１項に規定する協議の場等において議論を行った上で
削減を行うこと
ア 「（５－２）の手続きを経た上で」とされている事項
イ 現に患者が入院している病床を削減する場合
ウ 病床数をあわせて100床以上削減をする場合
エ その他、都道府県において議論が必要と認める場合

なお、上記の場合においては、代替する在宅・外来医療等の対応や、他医療機関における患者の受け入れに係る調整
等を踏まえて検討を行うこと。

医療法第30条の14第１項
第三十条の十四 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域（第三十条の十六第一項及
び第三十条の十八の五第五項において「構想区域等」という。）ごとに、診療に関する学識経験者の団体その他の医
療関係者、医療保険者その他の関係者（以下この条において「関係者」という。）との協議の場（第三十条の十八の
四第三項、第三十条の十八の五第一項及び第二項、第三十条の十八の六第四項及び第五項並びに第三十条の二十三第
一項を除き、以下「協議の場」という。）を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画において定める将来の病床
数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項について協議を行うもの
とする。



【参考】病床数の適正化に対する支援（国資料）
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※ 厚生労働省「令和７年度補正予算案の主要施策集」（https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/25hosei/dl/25hosei_20251128_01.pdf）


